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2017 年 6 月、政府は「未来投資戦略 2017―Society 5.0 の実現に向けた改革―」を閣議決定

しました。この戦略では、IoT・ビッグデータ・AI・ロボット等を軸とする第 4 次産業革命の

イノベーションをあらゆる産業や社会生活に取り入れることが我が国経済の長期停滞を打破

し、中長期的な成長を実現していく鍵であると位置づけています。この第 4 次産業革命は、デー

タ主導社会を実現するものであり、データの生成・収集・流通・分析・活用を徹底的に図るこ

とによって、製造過程はもとより、あらゆる社会経済活動を再設計し、社会の抱える課題解決

を図る Society 5.0 を目指すものであります。 
データ主導社会の実現を目指す上でビッグデータの利活用が鍵となります。静的・動的な

データを組み合わせ、従来は想定し得なかった新たなソリューションの実現につなげるために

は、異なる領域のプレーヤーが連携したデザイン思考によるオープンイノベーションの実現が

不可欠であります。データ主導社会の実現に向け、可能なあらゆる政策手段を講じていかなけ

ればならないという認識のもと、2017 年 1 月、「IoT 総合戦略」（情報通信審議会 IoT／ビッグ

データ時代に向けた新たな情報通信政策の在り方に関する第 3 次中間答申）が公表されました。

「IoT 総合戦略」において提言された施策は、その後の進捗状況の確認と併せ、PDCA 確保の

観点から、施策の目的、施策実施の主体、スケジュールが改めて明確化され、2017 年 7 月、

IoT 総合戦略改訂（情報通信審議会 IoT／ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策の

在り方に関する第 4 次中間答申）として公表されました。 
今回の電波利用懇話会では、総務省情報通信国際戦略局情報通信政策課課長補佐の岸様を

お迎えして「IoT 総合戦略改訂」の内容についてご説明いただき、今後の方針等についてご講演

いただきます。 
会員の皆様には、是非ともご参加下さいますようにご案内申し上げます。 
 

記 
 
1 日時 ：平成 29 年 8 月 2 日（水） 午後 2 時から 3 時まで 
2 場所 ：一般社団法人電波産業会 会議室 
  東京都千代田区霞が関一丁目 4 番 1 号 日土地ビル 11 階 
3 題名 ：「IoT 総合戦略改訂」について 
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4 講師 ：総務省 情報通信国際戦略局 情報通信政策課 
課長補佐   岸 洋佑 様 

5 参加者 ：70 名程度（定員になり次第締め切らせていただきます。） 
6 申込先 ：当会ホームページ（http://www.arib.or.jp/）の「講演会等開催案内」まで 
7 参加費 ：ARIB 正会員及び賛助会員は無料、非会員は 5,000 円 
8 問合せ先 ：企画国際部 電波利用懇話会事務局 小田島まで 
  TEL: 03-5510-8592 E-mail: arib-seminar2017@arib.or.jp 
 

 
 

 
 

7 月 26 日（水） スタジオ設備開発部会 HDR 番組制作運用 AdHoc 
7 月 26 日（水） スタジオ設備開発部会 4K IF ANC データ規格化 DG 
7 月 26 日（水） 第 254 回技術委員会（通信・放送合同） 
7 月 27 日（木） 第 104 回規格会議 
 
 
 
参加を予定している会合はありません。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

日本放送協会から、放送法第 20 条第 2 項第 2 号及び第 3 号の業務の実施基準の変更の認可

申請がありました。 
総務省では、当該認可申請に対する総務省の考え方について、平成 29 年 7 月 21 日（金）か

ら平成 29 年 8 月 24 日（木）までの間、広く御意見を募集しています。 
 
詳細については【平成 29 年 7 月 20 日の総務省報道資料】をご覧ください。 

今週の ARIB 内会合（7 月 24 日～7 月 28 日） 

今週の国際会合（7 月 24 日～7 月 28 日） 
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日本放送協会の 
「放送法第 20 条第 2 項第 2 号及び第 3 号の業務の実施基準」 
の変更の認可申請に対する総務省の考え方についての意見募集 

【平成 29 年 7 月 20 日発表】 
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